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Ⅰ イントロダクション

本稿は，会計基準のコンバージェンスを安定的に進めていくためのひとつの条件とし

て，ゲーム理論の相関均衡を用いて最適な「基準作りの基準」を構築することの重要性

を分析した田口（2012 a）の続編として，相関均衡に関する実験研究の知見をもとに相

関均衡モデルを拡張し，新たな実験研究を行う上での基礎的前提を構築することを目的

とするものである。その意味で本稿は，筆者が取り組んでいる会計基準のグローバル・

コンバージェンスに関する一連の実験比較制度分析の一
1

環をなすものとして位置づけら

れる。

近年の国際会計基準（IFRS）を軸とするコンバージェンスないしアドプションの問

題は，現在の会計研究において最重要課題の 1つであり，その是非については賛否両論

あるが，この問題に対して，筆者は，ゲーム理論と実験経済学とを融合した実験比較制

度分析という新しい手法によりアプローチしている。具体的には，田口（2009）におい

て，コンバージェンスの問題を 3×3のコーディネーション・ゲームを基礎としたゲー

ム理論によりモデル化するとともに，田口（2011）および Taguchi et al.（2013）（2014）

では，このモデルを経済実験により検証し，①各国の会計基準が同質化される「同等性

評価」を前提とした状況では，ゲーム理論の均衡から乖離し世界的なコンバージェンス

は成立しないし，また更に，②たとえ全ての国にとって高品質な新しい会計基準が唯一

存在するような状況を前提としても，ゲーム理論の均衡から乖離し，世界的なコンバー

────────────
１ 筆者による会計基準のコンバージェンス問題をも包括した一連の実験比較制度分析については，田口
（2009, 2011, 2012 a, 2012 b, 2012 c, 2013 b, 2013 c），田口・上條（2012），Taguchi et al.（2013）（2014）
などを参照。
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ジェンスは成立しないということを明らかにした。

これらの検討の中で，筆者は，逆にグローバルな会計基準のコンバージェンスを安定

的に進めていくには，一体どのような条件が必要となるかという点にも注目している。

その方向性は大きく 3つある。第 1は，ルールを定めるための各国の暗黙の合意とも言

えるメタ・ルール，つまり「基準作りの基準」をどのように定めるかという点である。

第 2は，会計基準のエンフォースメントをどのように推し進めるかという問題である。

第 3は，制度的補完性（institutional complementarity），つまり，会計基準以外の他の経

済・金融ルールとの関係性をどのように考えるかという点である。本稿では，当面の問

題意識から，第 1の点のみを取り
2, 3

扱う。

まず第 1の「基準作りの基準」について，たとえば田口（2012 a）は，斎藤（2011）

や辻山（2011）を出発点として，「会計基準作りの基準」たるメタ・ルールをゲーム理

論における相関均衡を用いて分析し，会計基準のコンバージェンスを推し進めるために

は，実は収斂する会計基準の多様性（「収斂先の多様性」）を確保しておくことが重要と

なることを示してい
4

る。ここでは，相関均衡のもととなる「相関装置」の役割が重要な

ポイントとなる。すなわち，田口（2012 a）では，ゲーム理論的にいう「相関装置」が

コンバージェンスにおける「基準作りの基準」に相当
5

し，かつ，この「相関装置」が，

どこか 1つの会計基準だけでなく，いくつかの会計基準に収斂することを前提としたも

のである場合に，各プレイヤーにとっては，強制されずともそれに従うことが自己拘束

的に最適となることが示されている。つまり逆に言えば，コンバージェンスに関して各

国が納得する（＝強制されなくてもそれに従うことが各国にとって最適反応となる）メ

タ・ルールを作ることは可能であるが，しかしそのメタ・ルールは，予め収斂先の多様

性を内包したものでなければならないということがモデルにより示されているのであ

る。

────────────
２ 第 2の会計基準のエンフォースメントの問題について，たとえば田口（2013 b）は，エンフォースメン
トを司る重要プレイヤーといえる会計専門家の教育問題について分析を行い，コンバージェンスの安定
化のためには会計専門家教育の制度を効果的・効率的に設計する必要があるが，教育制度設計には解決
すべき多くの論点が残されていることが示されている。なお，田口（2013 b）では，エンフォースメン
トの重要プレイヤーである会計専門家の教育について取り扱っているものの，エンフォースメントその
ものについての論点については取り扱っていない。そこで，この点についても，踏み込んだ検討を行う
必要があろう。

３ 第 3の点についての基本的考え方は，田口（2013 b）や Wysocki（2011）を参照。なお，金融・経済制
度の中で重要なもののひとつとしては，たとえば会社法が考えられるが，会社法とコンバージェンスの
関係については，斎藤（2014）なども参照のこと。

４ Bertomeu and Cheynel（2013）も，基準の多様性が確保されることがより望ましいことをモデルで示し
ている。

５ 田口（2012 a）および本稿では，制度そのものではなく，制度作りの制度たるメタ・ルールにその主眼
があるので，「相関装置＝メタ・ルール」となるような状況を想定しているが，相関均衡を用いた他の
分析では，（メタ・ルールの存在を想定せず）単に「相関装置＝ルール」という状況を想定しているも
のもある。この点留意されたい。
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このような理論の予測を，次に我々は実証的に検証する必要があるが，現状では，そ

のような検証作業までは至っていない。この点に関連して，（他の設定を前提にしたも

のではあるが）相関均衡そのものに関する実験研究は，これまでいくつか存在する。そ

こで本稿では，今後の田口（2012 a）モデルの実証的検証の準備作業として，これらの

先行研究を概観するとともに，そこでのインプリケーションをモデルにフィードバック

する作業を試みる。特にここで重要となるのは，「相関装置」（メタ・ルール）そのもの

に対するプレイヤーの「信頼」であり，また結論的に言えば，この「基準作りの基準」

の問題は，結局は会計基準のエンフォースメントの問題に行き着くことになる。

以上の問題意識から，本稿は以下のように議論を進めていく。まず第 2節では，ゲー

ム理論における相関均衡についてその概要を述べるとともに，相関均衡の存在を実験的

に検証する先行研究の概要を整理することにする。それらを踏まえて，第 3節では，実

験研究の成果をモデルにフィードバックした相関均衡モデルを新たに示すとともに，会

計基準のコンバージェンスについて解決すべき課題を提示する。最後に第 4節では，今

後の研究の展望について述べる。

Ⅱ 相関均衡実験に関する先行研究の整理

Ⅱ−1 相関均衡（Correlated equilibrium）

相関均衡は，主に比較制度分析（Aoki 2001, 2010）において，近年注目を集めている

解概念である（川越 2010, Gintis 2009）。その概要ないしゲームの構造は，すでに田口

（2012 a）において説明しているが，重要な点であるので，ここでも重複を恐れずその

エッセンスを概観することにしよ
6

う。

相関均衡の基本的な考え方は，コーディネーションの失敗の解消にある。すなわち，

コーディネーションの失敗を解消するための 1つの方策として，各プレイヤーの行動に

対して一定の「ルール」（お互いにとって自己拘束的な指示）を与える「相関装置」を

設けることで，調整の失敗を解消しようというのが相関均衡のエッセンスである。ここ

で，相関戦略とは，すべてのプレイヤーが観察できる機構（「相関装置」）があるとき，

それが生成する偶然事象に基づいてすべてのプレイヤーの戦略の組が決定される戦略を

いう。また，相関戦略に従うことがナッシュ均衡となっている場合，そのような相関戦

略を相関均衡という。ここでのポイントは 3つある。すなわち，「相関装置」は，①何

らかの外生的な事象の結果に従って（たとえば一定の確率に従って），②意味のない指

示を送るのではなく，全てのプレイヤーにとって自己拘束的な（それに従わず逸脱する

インセンティブを持たないような）指示を送り，もって③パレート効率的な結果にでき
────────────
６ 以下の記述は，主に川越（2010）および田口（2012 a）に依拠している。
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るだけ近い状況を達成しようという点である。

なお，ここでの相関装置のように，プレイヤーにある行動を取らせるインセンティブ

を与える仕組みのことをメカニズムと呼び（岡田 2008, 104），また，適切なメカニズム

によって守られることが保証される合意を，拘束力のある合意という（岡田 2008,

105）。つまり，相関装置の指示に従い行動するかどうかは，罰則等のパニッシュメント

の有無に依存している訳ではなく，あくまでそうすることが自己拘束的になっている

（自分自身の利潤最大化問題を解く上で最適戦略となっている）かどうか，またそのよ

うな仕組みが事前的に設計され共有知識になっているかどうかという点にかかっている

といえる。この点は，後の分析との関連でひとつ大きな鍵となる。

Ⅱ−2 相関均衡の実験的検証を行う先行研究の整理

相関均衡の実験的検証を行う先行研究として，本稿では以下の 2つを取り上げる。ひ

とつは，Duffy and Feltovich（2010）であり，またいまひとつは，Cason and Sharma

（2007）である。なお，我々が数ある実証手段の中で実験に注目するのは，主に以下の

4つの理由からである。すなわち，①ゲーム理論のモデルを直接的に検証できること，

②相関均衡における相関装置の役割については，現実のアーカイバルデータを取ること

が困難であること，③実験が有する事前検証性によれば，制度設計をする前の段階で，

制度のパフォーマンスや顛末を確認することができること，④人々の判断や意思決定の

心理に踏み込んだ分析ができること，という理由であ
7

る。

まずはじめに，Duffy and Feltovich（2010）は，チキンゲームを題材に，相関装置か

らの私的な「助言」が与えられるもとでの被験者の行動を，実験的に検証している。そ

こでは，「助言」がない場合は理論の予想通りの行動が観察されるものの（つまり，混

合戦略をとる），「助言」がある場合は，混合戦略とは乖離した行動が見られることが指

摘されている。特に，被験者は，①「助言」が相関均衡に即したものであること，かつ，

②その相関均衡がナッシュ均衡よりも利得をパレート改善するものであること（Duffy

and Feltovich（2010）の用語法で言えば，“Good equilibrium”であること），という 2つ

の条件が揃ったときに，私的な「助言」に沿った行動をとることが指摘されている。

次に，同じく相関均衡について実験的な検証を試みている Cason and Sharma（2007）

は，タカハトゲーム（hawk-dove game）を題材として，相関均衡に基づく私的な「助

言」が存在するときの被験者の行動について分析をしている。ここでは，ゲームをプレ

イする「相手」に着目している。すなわち，Cason and Sharma（2007）は，①相手が常

に助言に従う「ロボット（robots）」である場合と，②相手が生身の人間である場合とを
────────────
７ 特に，そのほか，制度設計において他の方法論よりも実験が優れていることについては，田口（2013

a）を参照。
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比較して，被験者の行動がどのように変わるか分析を行なってい
8

る。そして，①と②の

比較の結果，被験者は相手が生身の人間である場合よりも，相手がロボットである場合

に，ヨリ「助言」に従うということが明らかにされている。

Ⅱ−3 小括

ここで特に注目したいのは，Cason and Sharma（2007）の知見である。なぜ相手がロ

ボットの場合と人間の場合とで，指示に従う割合が変わるのだろうか。

結論的に言えば，相手が「相関装置」をどの程度信頼しているのかに関するプレイヤ

ーの主観的期待が，両者の間では異なるからであると考えられる。すなわち，まず一

方，相手がロボットの場合は，相手が 100％指示に従うことは明確であり，相関均衡の

解概念からすれば，相手が裏切らず相関装置に従ってくれるのならば，自分も相関装置

に従うのが最適戦略となる。よって，相手がロボットの場合は，自ら指示に従う割合は

相対的に高くなる。

これに対して他方，相手が人間の場合は，そうではない可能性がある。つまり，相手

が人間の場合は，相手が裏切って相関装置に従わないことも想定され
9

る。そして，相手

が相関装置に従わない状態では，自分だけがそれに従うとすると自らの利得は最大化さ

れない恐れがある。よって，相手が人間の場合は，相関装置に従うことが必ずしも最適

戦略ではなくなる可能性があるのである。

つまりここでは，「メカニズムのジレンマ」（岡田 2008, 105）が生じてしまっている

といえる。メカニズムのジレンマの代表例としては，公共財ゲームのフリーライダー解

消の議論が挙げられる。すなわち，公共財ゲームで，フリーライダー問題を解消・防止

するために，新たな何らかのメカニズムを作ったとしても，そのメカニズム自体が高次

の公共財であるため，そこへのフリーライダー問題が新たに生じてしまう可能性があ

る。そしてここでも，類似の現象が生じてしまっていることが理解できる。すなわち，

チキンゲームにおける調整の失敗解消のために，新たに相関装置という自己拘束的なメ

カニズムを作ったとしても，そのメカニズム自体に対する信頼性（より厳密には，当該
────────────
８ なお，①については，更に，①－1：相手がロボットで，かつ被験者にロボットの利得（“earnings”）が
知らされない場合（通常の相関均衡の考え方）のほかに，①－2：相手がロボットで，かつ被験者にロ
ボットの利得が知らされる場合（コントロール群）でも実験を行なっている。これは，被験者の行動に
ついて，社会的選好ではなく，相互知識の欠如が効いていることの判別を付けるためのコントロールで
ある。

９ そこで次に問題になるのは，一体なぜ相手プレイヤーは相関装置に従わないのかという点である。この
問いは，実はこの問題の本質を突いている。これは端的には，相手プレイヤーは相関装置を含む仕組み
全体を全面的には信頼していないからであると考えられ，またその理由は，相手もこちら側が相関装置
に従うかどうかに対して疑念を持っているからであるといえる。つまり，実はこの全体は，（いわば）
「信頼の入れ子構造」になっていると考えられる。そしてこの背後には，①仕組み全体のエンフォース
メントの程度の問題や，②各プレイヤーのパーソナリティ（そのプレイヤー自身の信頼度合い等）の問
題などが存在する可能性がある。この点は極めて重要なポイントであるので，後で詳細を論じる。
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メカニズムに参加する相手（仲間）が理論予想通りに（＝自己拘束性を有するというこ

と，つまりメカニズムに従うことがすべての参加者にとって最適反応であるということ

通りに），メカニズムに従うかどうかという意味での信頼性）という高
�
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らぎが生じることで，調整の失敗解消を図るメカニズム自体の自己拘束性を揺るがすよ

うな事態が生じてしまっているのである。これは，会計基準のコンバージェンスの文脈

で言うとすると，会計基準（ルール）のコンバージェンスを安定的に推し進めるため

に，「基準作りの基準」（メタ・ルール）というものを各国にとって自己拘束的な合意と

して創りあげたとしても（そして，田口（2012 a）によれば，このメタ・ルール自体は

「収斂先の多様性」を確保しさえすれば創ることは可能である），当該「基準作りの基

準」自体を相手国がきちんと遵守してくれるのかどうかに疑念が生じることで，当該メ

カニズムにゆらぎが生じてしまうということを示唆す
10

る。

これは興味深い点であり，検討に値する論点であると考えられるので，第 3節では，

このことをモデルに明示的に盛り込んでみる。これは，コンバージェンスの文脈で，そ

して，田口（2012 a）のインプリケーションに追加するかたちで言うならば，たとえも
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ということを示

唆している。つまり，コンバージェンスの達成のためには，単にルールやその形成原理

たるメタ・ルールを想定すればよいという訳ではなく，そこから更にそのメタ・ルール

そのものに対する信頼が社会で成就されなければならないということが理解でき
11

る。

Ⅲ 相関均衡モデルの拡張

Ⅲ−1 基本アイディア

次に，上記のアイディアを具体的にモデルに落としこんで考えてみる。ここでの基本

アイディアは，相手プレイヤーがどの程度相関装置に従うか，つまり，相手プレイヤー

がどの程度相関装置を含む仕組み全体を信頼しているかに関して不確実性が存在するこ

とである。

具体的には，プレイヤー 1は，相手のプレイヤー 2が確率 p（0≦p≦1）で相関装置の

指示に従う（確率 1－p で指示に従わない）と考えているものと想定しよう。また同様

に，プレイヤー 2は，相手のプレイヤー 1が確率 q（0≦q≦1）で相関装置の指示に従う

（確率 1－q で指示に従わない）と考えているものと想定する。つまり，p および q は，
────────────
１０ このような無限後退問題は，すでに田口（2012 a）で指摘しているところである。なお，この点につい

ての Gintis（2009）の考え，およびそれに対する筆者の考えは，田口（2012 a）を参照。
１１ このように考えると，コンバージェンス達成の道のりが極めて困難なものであるということが改めて理

解出来る。この点は後述する。
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相手プレイヤーがどの程度相関装置を含む仕組み全体を信頼しているかに関する確率，

より具体的には，各プレイヤーが相
�

手
�

プ
�

レ
�

イ
�

ヤ
�

ー
�

に
�

対
�

し
�

て
�

想
�

定
�

す
�

る
�

主
�

観
�

的
�

な
�

信頼確率と

する。なお，ここでの「信頼」とは，相
�

手
�

が
�

仕
�

組
�

み
�

に
�

即
�

し
�

た
�

行
�

動
�

を
�

採
�

る
�

か
�

ど
�

う
�

か
�

という

ことである。つまり，相手が仕組みに即した行動を採る可能性が高いとプレイヤーが判

断するなら
12

ば「信頼性が高い」，逆に，相手が仕組みから逸脱し，それに即した行動を

採る可能性が低いとプレイヤーが判断するならば「信頼性が低い」ということになる。

なお，通常の場合は，p＝1, q＝1が想定されている。

Ⅲ−2 モデルの設定

次に田口（2012 a）でも議論のベースとしたプリミティブな one-shot の同時手番チキ

ンゲーム（図表 1）に上記アイディアを入れ込んでい
13

く。以下の議論は次の 3ステップ

で行う。まず第 1ステップでは，ノーマルなゲームを想定する。次に第 2ステップで

は，そこでの調整の失敗を解消するために相関装置を導入する。ここまでは田口（2012

a）と同じである。最後に第 3ステップでは，上述の不確実性を導入する。ここが本稿

で新たに検討する部分である。

Ⅲ−2−1 ステップ 1：ノーマルなゲームにおける均衡と社会全体の便益

このゲームの純戦略ナッシュ均衡は，（1の戦略，2の戦略）＝（S, G）および（G, S）

であり，混合戦略ナッシュ均衡では，お互いのプレイヤーが S と G とを 1/2の確率で

選択することである。ここで，各プレイヤーの利得を合計したものを社会全体の便益と

すると，まず一方，純戦略のナッシュ均衡における社会全体の便益はいずれの場合も 5

となる。これに対して他方，混合戦略を採るときの各プレイヤーの期待利得は，以下の

式（1）から 2と計算出来，よって，社会全体の便益は，2＋2＝4となる。

期待利得＝1/2（1/2×0＋1/2×4）＋1/2（1/2×1＋1/2×3）＝2 …（1）
────────────
１２ なお，ここでは実

�

際
�

に
�

相手プレイヤーが相関装置に即した行動を採るかどうかということ（現実のメ
タ・ルール遵守確率）ではなく，各プレイヤーが相手に対して有する予

�

想
�

な
�

い
�

し
�

信
�

念
�

（belief）である
という点には，くれぐれも留意されたい。

１３ 本節の以下の記述は，主に，田口（2012 a）のほか，川越（2010），Gintis（2009）などをもとにしてい
る。

図表 1 チキンゲーム

2

G（Go） S（Stop）

1
G（Go） 0, 0 4, 1

S（Stop） 1, 4 3, 3

会計基準のコンバージェンスにおける「基準作りの基準」問題の位置づけを巡って（田口）（ 1001 ）２０１



しかし，これらナッシュ均衡における社会全体の便益は，いずれのケースにおいて

も，パレート最適な戦略の組み合わせ（S, S）における社会全体の便益 6に比べて劣る

こととなる。このように，このゲームでは，ナッシュ均衡がパレート最適な状態とはな

らないという意味で調整の失敗（coordination failure）が生じてしまっている。

Ⅲ−2−2 ステップ 2 相関装置の導入

次に，このような失敗を改善するために，相関装置を導入する。ここで，相関装置が

出す自己拘束的な指示としては，以下の【ルール 1】が考えられる。

この【ルール 1】に従うことが，全てのプレイヤーにとって自己拘束的であることの

確認は，本稿では割愛するが（川越（2010, 196−197），および，田口（2012 a）参照），

ここでのポイントは，ルール自体は共有知識（common knowledge）であるが，実際の

指示は，各プレイヤーに個別的に出されるという点である。つまり，各プレイヤーに

は，当該プレイヤーが採るべき戦略が個
�

別
�

に
�

指示されるだけで，その指示が「指示 A」

「指示 B」「指示 C」のどれなのかは知らされない。よって，相
�

手
�

に
�

ど
�

の
�

よ
�

う
�

な
�

指
�

示
�

が
�

出
�

て
�

い
�

る
�

か
�

は
�

わ
�

か
�

ら
�

な
�

い
�

ため，各プレイヤーは，相手に実際にどのような指示が出された

かを，自分に出された指示と上記【ルール 1】から推論する必要があるのである。

次に，パレート効率性の観点から結果を分析してみよう。もし，両プレイヤーが，ル

ール 1に従って，自らの戦略を決定するならば，各プレイヤーの期待利得は，以下の式

（2）のようになる。

プレイヤー 1の期待利得＝プレイヤー 2の期待利得

＝（1/3）×4＋（1/3）×1＋（1/3）×3＝8/3 …（2）

よって，社会全体の効用は，（8/3）×2＝16/3となる。ここで，「相関装置」がない場
────────────
１４ なお，上記のルール自体は共有知識（common knowledge）であるが，実際の指示は，各プレイヤーに

個別的に出される。つまり，各プレイヤーは，自分に出された指示が「指示 A」「指示 B」「指示 C」
のどれなのかは知らされない。よって，各プレイヤーは，相手に実際にどのような指示が出されたか
を，自分に出された指示と上記ルールから推論する必要がある。

【ルール 1】チキンゲームにおいて「相関装置」が示す指示

図表 1のチキンゲームにおいて，相関装置が出す自己拘束的な指示は，以下のようになる14。
プレイヤー 1に出す指示 プレイヤー 2に出す指示

確率
1/3 指示 A G S

1/3 指示 B S G

1/3 指示 C S S

【証明】川越（2010, 199−201）参照。

同志社商学 第６５巻 第６号（２０１４年３月）２０２（ 1002 ）



合のナッシュ均衡における社会全体の効用，および「相関装置」がある場合の相関均衡

における社会全体の効用は，図表 2のように図示できる。

いま，もとの「相関装置」のないゲームにおけるナッシュ均衡は，点 A, B, C の 3つ

（B, C が純戦略，A が混合戦略）であったが，パレート最適な点 D と比べると，社会

全体の効用はいずれも低かった。

これに対して，「相関装置」をゲームに導入した場合の相関均衡は，点 E になる。こ

の点 E は，パレート最適な点 D と比べると，確かに社会全体の便益は低いが，当初の

ゲームにおけるナッシュ均衡の点 A, B, C と比べると，いずれの点からもパレート改善

されることになる。つまり，「相関装置」の導入によっても，パレート最適な点は実現

し得ないが，しかしながら，「相関装置」がないゲームにおける均衡よりはパレート改

善が図られてい
16

る。

Ⅲ−2−3 ステップ 3 モデルの拡張

但し，第 2節で確認した通り，上記のモデルを実際に経済実験で検証してみると，特

に相手プレイヤーが人間である場合に，各プレイヤーは相関装置の出す指示に従わない

ことがあり，それゆえ，調整の失敗が解消されない可能性があることが示唆されてい

る。

これを先に 3−1で示した，「相手プレイヤーがどの程度相関装置を含む仕組み全体を

信頼しているかに関する確率（各プレイヤーが相
�

手
�

プ
�

レ
�

イ
�

ヤ
�

ー
�

に
�

対
�

し
�

て
�

想
�

定
�

す
�

る
�

主
�

観
�

的
�

────────────
１５ 田口（2012 a）p.103より引用（合わせて，グレーヴァ（2011）および岡田（2011）も参照のこと）。
１６ なお，田口（2012 a）でも指摘した通り，比較制度分析における関心事は，ここでの①パレート改善と

いう論点のほかに，②複数均衡を如何に解消するかという論点（均衡の精緻化の論点）の大きく 2つが
ありうるということには，くれぐれも留意されたい。なお，田口（2012 a）同様，本稿でも，紙面の都
合上，②については分析の対象外とする。会計基準のコンバージェンスにおける②の問題を取り扱って
いる研究としては，たとえば田口（2009）（2011）や Taguchi et al.（2013）（2014）等を参照されたい。

図表 2 チキンゲームにおける各均衡点，パレート最適点の比
15
較

会計基準のコンバージェンスにおける「基準作りの基準」問題の位置づけを巡って（田口）（ 1003 ）２０３



な
�

信頼確率）」p および q を導入することにより，モデルにフィードバックしてみよ

う。

ここで決定的に重要なのは，モデルの拡張により，プレイヤー 1は，プレイヤー 2が

p の確率でルール 1に従う（逆に言えば，1－p の確率で指示に従わない）と考えてお

り，また他方，プレイヤー 2は，プレイヤー 1が q の確率でルール 1に従う（逆に言

えば，1－q の確率で指示に従わない）と考えているという点である。つまり，ここで

重要なのは，実際の行動確率ではなく，あくまで主観確率（相
�

手
�

に
�

対
�

す
�

る
�

「予想」）で

あるということである。このような構造は，まさに比較制度分析（Aoki 2001）が想定

するような制度の構造，つまり，人々の期待や予想が制度を創りだすということを如実

に表現していると言える。以下では，各指示と各プレイヤーの行動を，場合分けして考

えてみる。まず，整理図表を最初に示しておくと，図表 3のようになる。

Ⅲ−2−3−1 プレイヤー 1の行動（1）：個別指示「G」が出された場合

プレイヤー 1は，自分に「G」を選ぶような個別指示が出された場合，どのように行

動するだろうか。ここで，ルール 1から推定すると，自分に「G」の個別指示が出てい

る場合は，プレイヤー 2には「S」の個別指示が出ているものと考えられる（つまり，

全体としては「指示 A」であることが推定できる）。また，プレイヤー 2に「S」の個

別指示が出ている場合，プレイヤー 2がそのまま指示に従う（と
�

プ
�

レ
�

イ
�

ヤ
�

ー
�

1
�

が
�

考
�

え
�

る
�

）主観確率は p，プレイヤー 2が指示に従わない（と
�

プ
�

レ
�

イ
�

ヤ
�

ー
�

1
�

が
�

考
�

え
�

る
�

）主観確

率は 1－p であるので，結局，プレイヤー 1が個別指示「G」に従う場合の期待利得と

そうでない場合の期待利得は，以下の式（3）および（4）のようになる。

図表 3 各指示と各プレイヤーの行動および利得の関係

個別指示 従うか否か 採る戦略 利得
No For 1 For 2 1 2 1 2 1 2

1 指示 A G S ◯ ◯ G S 4 1

2 指示 A G S ◯ × G G 0 0

3 指示 A G S × ◯ S S 3 3

4 指示 A G S × × S G 1 4

5 指示 B S G ◯ ◯ S G 1 4

6 指示 B S G ◯ × S S 3 3

7 指示 B S G × ◯ G G 0 0

8 指示 B S G × × G S 4 1

9 指示 C S S ◯ ◯ S S 3 3

10 指示 C S S ◯ × S G 1 4

11 指示 C S S × ◯ G S 4 1

12 指示 C S S × × G G 0 0
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個別指示に従い「G」を選ぶことの期待利得（図表 3の No.1, 2）

＝1
3［4×p＋0×（1－p）］＝4

3 p …（3）

個別指示に従わず「S」を選ぶことの期待利得（図表 3の No.3, 4）

＝1
3［3×p＋1×（1－p）］＝2

3 p＋1
3 …（4）

ここでプレイヤー 1にとって，指示に従い「G」を選ぶことが最適反応になるために

は，（3）≧（4）が成立していればよい。すなわち，以下の式（5）が成立している必要

がある。

p≧1/2 …（5）

以上より，次の proposition が導出できる。

【Proposition 1】個別指示「G」が出された場合のプレイヤー 1の最適行動戦略とその条

件

もし式（5）が成立しているならば，つまり，プレイヤー 1が「相手のプレイヤー

2は相関装置の指示に 50％以上の確率で従う」と考えるならば，プレイヤー 1は個

別指示「G」が来た場合に，それに従うことが最適戦略となる。他方，式（5）が成

立しないならば，つまり，プレイヤー 1が「相手のプレイヤー 2は相関装置の指示に

50％未満の確率でしか従わない」と考えるならば，個別指示「G」に従わないことが

最適戦略となる。

Ⅲ−2−3−2 プレイヤー 1の行動（2）：個別指示「S」が出された場合

プレイヤー 1に「S」を選ぶような個別指示が来た場合，プレイヤー 1はルール 1か

ら，プレイヤー 2にどのような指示が出ているかを推論する。ルール 1からすると，プ

レイヤー 2に「G」の個別指示が出ている確率は 1/3（全体としては「指示 B」），「S」

の個別指示が出ている確率は 1/3である（全体としては「指示 C」）と推論できる。こ

こで先のように，それぞれの個別指示に対してプレイヤー 2が従う（と
�

プ
�

レ
�

イ
�

ヤ
�

ー
�

1
�

が
�

考
�

え
�

る
�

）主観確率 p を加味すると，プレイヤー 1にとって，個別指示「S」に従う場合

の期待利得とそうでない場合の期待利得は，以下の式（6）および式（7）のようになる。

個別指示に従い「S」を選ぶことの期待利得（図表 3の No.5, 6, 9, 10）

＝［指示 B が出ている場合の期待利得］＋［指示 C が出ている場合の期待利得］

会計基準のコンバージェンスにおける「基準作りの基準」問題の位置づけを巡って（田口）（ 1005 ）２０５



＝1
3［1×p＋3×（1－p）］＋1

3［3×p＋1×（1－p）］＝4
3 …（6）

個別指示に従わず「G」を選ぶことの期待利得（図表 3の No.7, 8, 11, 12）

＝［指示 B が出ている場合の期待利得］＋［指示 C が出ている場合の期待利得］

＝1
3［0×p＋4×（1－p）］＋1

3［4×p＋0×（1－p）］＝4
3 …（7）

ここでは，主観確率 p が式から消えていることに注目したい。つまり，相手に対す

る主観確率如何にかかわらず戦略が決定される（この場合は，式（6）と式（7）とがイ

コールであるため無差別となる）。以上より，次の proposition が導出できる。

【Proposition 2】個別指示「S」が出された場合のプレイヤー 1の最適行動戦略

個別指示「S」が出された場合，プレイヤー 1にとっては，個別指示に従う戦略と従

わない戦略とは無差別である。

Ⅲ−2−3−3 プレイヤー 2の行動（1）：個別指示「G」が出された場合

次に，プレイヤー 2の行動戦略を考えてみよう。プレイヤー 2に「G」を選ぶような

個別指示が来た場合，プレイヤー 2は，ルール 1から，プレイヤー 1にどのような指示

が出ているかを推論する必要がある。自分に「G」の個別指示が出ている場合は，プレ

イヤー 1には「S」の個別指示が出ているものと考えられる（つまり，全体としては

「指示 B」であることが推定できる）。また，プレイヤー 1に「S」の個別指示が出てい

る場合，プレイヤー 1がそのまま指示に従う（と
�

プ
�

レ
�

イ
�

ヤ
�

ー
�

2
�

が
�

考
�

え
�

る
�

）主観確率は

q，プレイヤー 1が指示に従わない（と
�

プ
�

レ
�

イ
�

ヤ
�

ー
�

2
�

が
�

考
�

え
�

る
�

）主観確率は 1－q であ

るので，結局，プレイヤー 2にとって，個別指示「G」に従う場合の期待利得とそうで

ない場合の期待利得は，以下の式（8）および式（9）のようになる。

個別指示に従い「G」を選ぶことの期待利得（図表 3の No.5, 7）

＝1
3［4×q＋0×（1－q）］＝4

3q …（8）

個別指示に従わず「S」を選ぶことの期待利得（図表 3の No.6, 8）

＝1
3［3×q＋1×（1－q）］＝2

3q＋1
3 …（9）

ここでプレイヤー 2にとって，指示に従い「G」を選ぶことが最適反応になるために

は，（8）≧（9）が成立していればよい。すなわち，以下の式（10）が成立している必要

がある。
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q≧1/2 …（10）

以上より，次の proposition が導出できる。

【Proposition 3】個別指示「G」が出された場合のプレイヤー 2の最適行動戦略とその条

件

もし式（10）が成立しているならば，つまり，プレイヤー 2が「相手のプレイヤー

1は相関装置の指示に 50％以上の確率で従う」と考えるならば，プレイヤー 2は個

別指示「G」が来た場合に，それに従うことが最適戦略となる。他方，式（10）が成

立しないならば，つまり，プレイヤー 2が「相手のプレイヤー 1は相関装置の指示に

50％未満の確率でしか従わない」と考えるならば，個別指示「G」に従わないことが

最適戦略となる。

Ⅲ−2−3−4 プレイヤー 2の行動（2）：個別指示「S」が出された場合

プレイヤー 2に「S」を選ぶような個別指示が来た場合を考える。プレイヤー 2は，

ルール 1から，プレイヤー 1にどのような指示が出ているかを推論する。ルール 1から

すると，プレイヤー 1に「G」の個別指示が出ている確率は 1/3（全体としては「指示

A」），「S」の指示が出ている確率は 1/3（全体としては「指示 C」）であると推論でき

る。ここで先と同様に，それぞれの個別指示に対してプレイヤー 1が従う（とプレイヤ

ー 2が考える）主観確率 q を加味すると，プレイヤー 2にとって，個別指示「S」に従

う場合の期待利得とそうでない場合の期待利得は，以下の式（11）および式（12）のよ

うになる。

個別指示に従い「S」を選ぶことの期待利得（図表 3の No.1, 3, 9, 11）

＝［指示 A が出ている場合の期待利得］＋［指示 C が出ている場合の期待利得］

＝1/3［1×q＋3×（1－q）］＋1/3［3 q＋1×（1－q）］＝4
3 …（11）

個別指示に従わず「G」を選ぶことの期待利得（図表 3の No.2, 4, 10, 12）

＝［指示 A が出ている場合の期待利得］＋［指示 C が出ている場合の期待利得］

＝1
3［0×q＋4×（1－q）］＋1

3［4 q＋0×（1－q）］＝4
3 …（12）

ここでも主観確率 q が式から消えていることに注目したい。つまり，相手に対する

主観確率如何にかかわらず戦略が決定される（但し，この場合は，式（11）と式（12）

とがイコールであるため無差別となる）。以上より，次の proposition が導出できる。
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【Proposition 4】個別指示「S」が出された場合のプレイヤー 2の最適行動戦略

個別指示「S」が出された場合，プレイヤー 2にとっては，個別指示に従う戦略と従

わない戦略とは無差別である。

Ⅲ−3 分析結果とそこから得られるインプリケーション

以上より，ル
�

ー
�

ル
�

1
�

を
�

前
�

提
�

と
�

し
�

て
�

，「各プレイヤーが相
�

手
�

プ
�

レ
�

イ
�

ヤ
�

ー
�

に
�

対
�

し
�

て
�

想
�

定
�

す
�

る
�

主
�

観
�

的
�

な
�

信頼確率」（相手プレイヤーが相関装置を含む仕組み全体をどの程度信頼し

ているかに関する主観確率）p および q を導入すると，ルール 1に従うことがすべて

のプレイヤーにとって最適反応となるための条件は（Proposition 1および 3より），「p

≧1/2かつ q≧1/2」である。

上記のインプリケーションを考えてみよう。ここで，p および q の意味を鑑みると，

上記の条件は，端的に言えば，すべてのプレイヤーが相手を概ね信頼している（厳密に

は，「相手が相関装置を含む仕組み全体を 50％以上信
�

頼
�

し
�

て
�

い
�

る
�

」と
�

予
�

想
�

し
�

て
�

い
�

る
�

）場

合にのみ，ルール 1に従うことが最適反応となるということである。逆に言えば，上記

が成立していない場合は，ルール 1に従うことは最適反応ではなくなる。

ここで，Cason and Sharma（2007）を思い出してみると，相手プレイヤーが「コンピ

ュータ」の場合は個別指示に従う確率が高く，相手プレイヤーが「生身の人間」である

場合は個別指示に従う確率が相対的には高くないという実験結果が得られていたが，こ

の結果は上記のモデル分析と整合的である。すなわち，Cason and Sharma（2007）の実

験において，「コンピュータ」条件では，相手プレイヤー（コンピュータ）は常
�

に
�

個別

指示に従う行動をとり，かつそのことが実験において被験者に伝えられているため，主

観確率の値は 1となり，自らも個別指示に従うことが最適戦略となる。しかし「生身の

人間」条件では，相手プレイヤーは常
�

に
�

個別指示に従うとは限らないため，主観確率は

1よりも小さくなり，そしてその確率が 1/2よりも小さくなった時，プレイヤーは相関

装置に従うインセンティブを失ってしまうのである。

上記をコンバージェンスの文脈で言うならば，たとえもし仮に各国にとって自己拘束

的なメタ・ルールを作ったとしても，そのメ
�

カ
�

ニ
�

ズ
�

ム
�

そ
�

の
�

も
�

の
�

に
�

対
�

す
�

る
�

各
�

国
�

の
�

相
�

互
�

信
�

頼
�

が
�

な
�

け
�

れ
�

ば
�

コ
�

ン
�

バ
�

ー
�

ジ
�

ェ
�

ン
�

ス
�

は
�

成
�

立
�

し
�

な
�

い
�

ということを示唆している。つまり，先に述

べた通り，コンバージェンスの達成のためには，メタ・ルールを作ればそれでよいとい

うことではなく，メタ・ルールそのものに対する各国間の相互信頼が社会で成就されな

ければならない。つまり，各国間の合意形成が極めて重要であるということが理解でき

るし，逆に，グローバル・コンバージェンスの道のりが極めて困難なものであるという

ことがここから理解出来るだろう。
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Ⅲ−4 モデルの更なる拡張：推論レヴェルの差異

上記のモデルでは，「各プレイヤーが相
�

手
�

プ
�

レ
�

イ
�

ヤ
�

ー
�

に
�

対
�

し
�

て
�

想
�

定
�

す
�

る
�

主
�

観
�

的
�

な
�

信頼

確率」（相手プレイヤーが相関装置を含む仕組み全体をどの程度信頼しているかに関す

る主観確率）を p（ないし q）とおいて分析を行ったが，ここで以下のような素朴な疑

問が湧いてくる。つまり，個別指示「G」を受け取る場合と個別指示「S」を受け取る

場合とでは，推論のレヴェルが異なるのではないか，よって指示に従うか否かの確率も

異なるのではないかということである。

たとえば，プレイヤー 1に個別指示「G」が出された場合を考えてみる。この場合，

プレイヤー 1は，「ルール 1」から，全体としては「指示 A」が出ているとストレート

に推測出来る（このようにストレートな推論が出来る状況を仮に「非 split 状況」と呼

ぶ）。他方，プレイヤー 1に個別指示「S」が出された場合は，プレイヤー 1は，「ルー

ル 1」からストレートな推論が出来ない。つまり，全体として「指示 B」が出ているの

かもしれないし，もしくは「指示 C」が出ているのかもしれない。いずれかが出ている

こと自体は推定出来るものの，実際そのどちらなのかまでは分からない（このように複

数の可能性があるためストレートな推論が出来ない状況を仮に「split 状況」と呼ぶ）。

このように，受け取る個別指示によって，ストレートな推論が出来る場合（非 split 状

況）と出来ない場合（split 状況）があることに留意したうえで，このことを，先の

「相手の行動に関する予想（主観確率）」の議論に導入してみよう。

Ⅲ−4−1 セットアップ

まずプレイヤー 1に個別指示「G」が出された場合，上述の通りプレイヤー 1は全体

が「指示 A」であるとストレートに推論できる。よって，相手プレイヤー 2には個別

指示「S」が出ているとプレイヤー 1は推測しうる。また，ルール 1より，プレイヤー

2は，個別指示「S」を受け取る場合，それが「指示 A」（プレイヤー 1には G が出て

いる）を意味しているのか，「指示 C」（プレイヤー 1には S が出ている）を意味して

いるのか判断に迷う split 状況に立たされていると
�

プ
�

レ
�

イ
�

ヤ
�

ー
�

1
�

は
�

推
�

測
�

出
�

来
�

る
�

。ここで，

プレイヤー 1が予想する「相手プレイヤー 2に個別指示「signal」（signal＝｛S, G｝）が

出た時に指示に従う主観確率」を p12
signal と表記すると，上述の（プレイヤー 2の）split

状況に対するプレイヤー 1の予想は，p12
S と表記できる。

他方，プレイヤー 1に個別指示「S」が出された場合，プレイヤー 1は，「ルール 1」

からストレートな推論が出来ず，「指示 B」か「指示 C」のどちらなのかは分からない

「split 状況」に陥ることになる。よって，プレイヤー 1の予
�

想
�

す
�

る
�

プレイヤー 2の状況

は，それぞれの場合によって異なる。まず全体が「指示 B」であると推論するならば，

プレイヤー 2は個別指示「G」を受け取っており（また，個別指示「G」からプレイヤ

ー 2はストレートな推論が出来るため），よってプレイヤー 2の置かれている状況は非
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split 状況であるとプレイヤー 1は予
�

想
�

す
�

る
�

ことが出来る。ゆえに，このときの（プレ

イヤー 2の）非 split 状況に対するプレイヤー 1の予想は，p12
G と表記できる。他方，プ

レイヤー 1は，全体を「指示 C」であると推論するならば，プレイヤー 2は個別指示

「S」を受け取っており（かつ，個別指示「S」からプレイヤー 2はストレートな推論が

出来ないため），よってプレイヤー 2の置かれている状況は split 状況であるとプレイヤ

ー 1は予
�

想
�

す
�

る
�

ことが出来る。ゆえに，このときの（プレイヤー 2の）split 状況に対

するプレイヤー 1の予想は，p12
S と表記できる。上記を整理すると図表 4のようになる。

以上から，プレイヤー 1の予
�

想
�

す
�

る
�

プレイヤー 2の「split 状況」における主観確率

は p12
S，また，「非 split 状況」における主観確率は p12

G であるとそれぞれ整理できる。ま

た，先に述べた通り，「split 状況」と「非 split 状況」とでは相関装置に従う主観確率も

異なると考えるのが自然であり，特に前者よりも後者の状況のほうが（ストレートに推

論出来る分）主観確率は高いと考えることが出来るだろう。つまり，次の式（13）が成

り立つと仮定できる。

p12
S�p12

G …（13）

以下同様にして，プレイヤー 2への個別指示と split・非 split 状況の整理をすると図

表 5のようになる。ここでは，プレイヤー 2が予想する「相手プレイヤー 1に個別指示

「signal」（signal＝｛S, G｝）が出た時に指示に従う主観確率」を q21
signal と表記する。

また，式（13）と全く同じロジックで，以下の式（14）が成り立つと仮定できる。

q21
S�q21

G …（14）

以上，式（13）および（14）について，以下のように纏めることが出来る。

図表 4 プレイヤー 1への個別指示と split・非 split 状況の整理

プレイヤー 1
への指示 player 1の状況 Player 1の予

�

想
�

す
�

る
�

player 2の状況
Player 1の予

�

想
�

す
�

る
�

player 2が指示に従う主観確率

G 非 split 状況
（指示 A）

Split 状況
（指示 A or C）

p12
S

S Split 状況
（指示 B or C）

【if 指示 B】→非 split 状
況（指示 B）
【if 指示 C】→split 状況
（指示 A or C）

【if 指示 B】→p12
G

【if 指示 C】→p12
S
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【Assumption 1】「split 状況」下と「非 split 状況」下での意思決定の違い

「split 状況」と「非 split 状況」とでは，相手プレイヤーの（推論レヴェルが異なる結

果）意思決定に違いが生じるものと各
�

プ
�

レ
�

イ
�

ヤ
�

ー
�

は
�

予
�

想
�

す
�

る
�

ものと仮定する。具体的

には，式（13）および（14）のような違いが生じるものと仮定する。

Ⅲ−4−2 相関均衡再考

上記の設定を前提にして，3−2で議論した拡張モデルを更に深化させてみよう。上記

の議論，特に式（13）および（14）が関連してくるのは，上記 4つの Proposition のう

ち，Proposition 2と Proposition 4である。

まず Proposition 2について述べる。先の分析では，式（6）（7）から主観確率が消え

ていたが，図表 4を前提にすると，両式を以下のように書き換える必要がある。

プレイヤー 1が個別指示に従い「S」を選ぶことの期待利得

＝1
3［1×p12

G＋3×（1－p12
G）］＋1

3［3×p12
S＋1×（1－p12

S）］

＝1
3［3－2 p12

G］＋1
3［2 p12

S＋1］＝4
3－

2
3 p12

G＋2
3 p12

S …（6′）

プレイヤー 1が個別指示に従わず「G」を選ぶことの期待利得

＝1
3［0×p12

G＋4×（1－p12
G）］＋1

3［4×p12
S＋0×（1－p12

S）］

＝1
3［4－4 p12

G］＋4
3 p12

S＝4
3－

4
3 p12

G＋4
3 p12

S …（7′）

ここでプレイヤー 1にとって，指示に従い「S」を選ぶことが最適反応になるために

は，（6′）≧（7′）が成立していればよい。すなわち，以下の式（15）が成立している必

要がある。

4
3－

2
3 p12

G＋2
3 p12

S�4
3－

4
3 p12

G＋4
3 p12

S …（15）

図表 5 プレイヤー 2への個別指示と split・非 split 状況の整理

プレイヤー 2
への指示 Player 2の状況 Player 2の予

�

想
�

す
�

る
�

player 1の状況
Player 2の予

�

想
�

す
�

る
�

player 1が指示に従う主観確率

G 非 split 状況
（指示 B）

Split 状況
（指示 B or C）

q21
S

S Split 状況
（指示 A or C）

【if 指示 A】→非 split 状
況（指示 A）
【if 指示 C】→split 状況
（指示 B or C）

【if 指示 A】→q21
G

【if 指示 C】→q21
S
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これを解くと，式（15）は，式（15′）のようになる。

p12
G�p12

S …（15′）

これはまさに先に示した式（13）そのものである。よって，次の proposition 5および

Lemma 1を描くことが出来る。

【Proposition 5】個別指示「S」が出された場合のプレイヤー 1の最適行動戦略とその条

件（Proposition 2の revised version）

もし式（15′）が成立しているならば，つまり，「非 split 状況」で相関装置に従う主

観確率が「split 状況」で相関装置に従う主観確率以上であれば，プレイヤー 1は個

別指示「S」が来た場合に，それに従うことが最適戦略となる。他方，式（15′）が成

立しないならば，個別指示「S」に従わないことが最適戦略となる。

【Lemma 1】個別指示「S」が出された場合のプレイヤー 1の最適行動戦略

Assumption 1および proposition 5より，プレイヤー 1は個別指示「S」が来た場合に

は，常にそれに従うことが最適戦略となる。

同様にして，次に Proposition 4について述べる。先の分析では，式（11）（12）から

主観確率が消えていたが，図表 5を前提にすると，両式は，以下のように書き換える必

要がある。

プレイヤー 2が個別指示に従い「S」を選ぶことの期待利得

＝1
3［1×q21

G＋3×（1－q21
G）］＋1

3［3 q21
S＋1×（1－q21

S）］

＝1
3［3－2 q21

G］＋1
3［2 q21

S＋1］＝4
3－

2
3 q21

G＋2
3 q21

S …（11′）

個別指示に従わず「G」を選ぶことの期待利得

＝1
3［0×q21

G＋4×（1－q21
G）］＋1

3［4 q21
S＋0×（1－q21

S）］

＝1
3［4－4 q21

G］＋4
3 q21

S＝4
3－

4
3 q21

G＋4
3 q21

S …（12′）

ここでプレイヤー 2にとって，指示に従い「S」を選ぶことが最適反応になるために

は，（11′）≧（12′）が成立していればよい。すなわち，以下の式（16）が成立している
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必要がある。

4
3－

2
3 q21

G＋2
3 q21

S�4
3－

4
3 q21

G＋4
3 q21

S …（16）

これを解くと，式（16）は，式（16′）のようになる。

q21
G�q21

S …（16′）

これはまさに先に示した式（14）そのものである。よって，次の proposition 6および

Lemma 2を描くことが出来る。

【Proposition 6】個別指示「S」が出された場合のプレイヤー 2の最適行動戦略とその条

件（Proposition 4の revised version）

もし式（16′）が成立しているならば，つまり，「非 split 状況」で相関装置に従う主

観確率が「split 状況」で相関装置に従う主観確率以上であれば，プレイヤー 2は個

別指示「S」が来た場合に，それに従うことが最適戦略となる。他方，式（16′）が成

立しないならば，個別指示「S」に従わないことが最適戦略となる。

【Lemma 2】個別指示「S」が出された場合のプレイヤー 2の最適行動戦略

Assumption 1および proposition 6より，プレイヤー 2は個別指示「S」が来た場合に

は，常にそれに従うことが最適戦略となる。

Ⅲ−5 小括：コンバージェンスに関する相関均衡実験を遂行するためのポイント

ここまでの議論を纏めてみると，図表 6のようになる。

図表 6 個別指示と最適戦略の関係

個別指示 プレイヤー 1にとっての
最適戦略とその条件

プレイヤー 2にとっての
最適戦略とその条件

G Proposition 1（「相手プレイヤー 2が相関装
置の指示に 50％以上の確率で従う」と予
想するならば，個別指示に従うのが最適）

Proposition 3（「相手プレイヤー 1が相関装
置の指示に 50％以上の確率で従う」と予
想するならば，個別指示に従うのが最適）

S Lemma 1（「split 状況」と「非 split 状況」
の意思決定の違いを前提にするならば，常
に個別指示に従うのが最適）

Lemma 2（「split 状況」と「非 split 状況」
の意思決定の違いを前提にするならば，常
に個別指示に従うのが最適）
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図表 6に示される通り，個別指示と最適戦略の関係は，個別指示に対して非対称にな

っていることが分かる。つまり，個別指示「S」が出た場合は，常に個別指示に従うの

が最適という相関均衡そのもののモデルの含意に近い結果が出ているが，他方，個別指

示「G」が出た場合には，どちらのプレイヤーにとっても，相手プレイヤーの行動の予

想が重要になることが分かる。

そこで次に問題になるのは，一体なぜ相手プレイヤーは相関装置に従わないのか（厳

密には，相手プレイヤーが相関装置に従わない可能性があると想定しなければならない

のか）という点である。これは脚注 9でも述べたとおりであるが，端的には，相手プレ

イヤーが相関装置を含む仕組み全体を全面的には信頼していないからであると考えら

れ，また更にその理由は，相手もこちら側が相関装置に従うかどうかに対して疑念を持

っているからであると推測できる。つまり，「相手の信頼は自分の信頼が生み出す」「自

分の信頼は相手の信頼が生み出す」といういわば「信頼の入れ子構造」になっているの

である。そしてこの背後には，①仕組み全体のエンフォースメントの程度の問題（各プ

レイヤーがその仕組みに従う（コミットする）ことが明確になっているか否か）や，②

各プレイヤーのパーソナリティの問題（そのプレイヤー自身の信頼度合い等）などが存

在する可能性がある。

そして，これらの点は，現実の会計基準のコンバージェンスの問題を考える上で，極

めて重要なポイントであろ
17

う。すなわち，IASB（International Accounting Standard

Board）を中心とし
18

てコンバージェンスを進めるとしても，各国がその仕組全体を信頼

し，そこにコミットすることが明確となるようなエンフォースメントのあり方が議論さ

れなければならないし，またコンバージェンス達成のためには，そこに関わる国自体の

信頼性や過去の振る舞いというものも当然関係してくるだろう。

とすると，我々がもし仮に，本稿，および，田口（2012 a），Taguchi et al.（2013）

（2014）等の知見を元に，会計基準のコンバージェンスに関する相関装置の存在を前提

にした制度設計実験をするとしたら，この点の検証が極めて重要となるだろう。すなわ

ち，本稿で示したモデルを手がかりとして，そこに更にエンフォースメントのレヴェル

や各国のパーソナリティの違いを加味したモデルの深化とその実験的検証が必要となる

ように思われる。

────────────
１７ なお，本稿の分析で前提としているのはチキンゲームであるが，そこでの知見ないしエッセンスは，た

とえば田口（2012 a）や Taguchi et al.（2013）等で展開されている 3×3のコーディネーションゲームの
モデルにおいても，大きくは変わらないことが予想される。

１８ また，そもそもどこが（どのようなタイプの機関が）中心となってコンバージェンスを進めていけばい
いのかという点も，実は検討すべき重要イシューのひとつである。
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Ⅳ 本稿の纏めと今後の展望

本稿は，会計基準のコンバージェンスを安定的に進めていくためのひとつの条件とし

て，ゲーム理論における相関均衡を用いて最適な「基準作りの基準」を構築することの

重要性を分析した田口（2012 a）の続編として，相関均衡に関する実験研究での知見

（相手が「ロボット」か「生身の人間」かで人々の行動（相関装置に従う確率）が異な

る）をもとに相関均衡モデルを拡張し，新たな実験研究を行う上での基礎的前提を構築

する作業を行った。そこで得られた知見は，以下の 2つである。

（1）たとえもし仮に各国にとって自己拘束的なメタ・ルールを作ったとしても，そのメ
�
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は
�

成
�

立
�

し
�

な
�

い
�

こと。つまり，コンバージェンスの達成のためには，単にルールやその形成原理

たるメタ・ルールを想定すればよいという訳ではなく，そこから更にそのメタ・ル

ールそのものに対する信頼が社会で成就されなければならないということ。

（2）メタ・ルールそのものに対する信頼を社会で成就するためには，各国がその仕組全

体を信頼し，かつそこにコミットすることが明確となるようなエンフォースメント

のあり方が議論されなければならないこと。また，そこに関わる国や組織自体の信

頼性や過去の振る舞いというものも重要となること。

また，今後の展望としては，以下の 3つが挙げられる。

（1）会計基準のエンフォースメントの問題に関して更なる分析が必要となること。上述

の通り，「基準作りの基準」の問題は，結局は会計基準や全体的枠組みのエンフォ

ースメントの問題に行き着くものと考えられる。よって，今後の状況を占う上で

は，会計基準のエンフォースメントとコンバージェンスの関係を分析することが重

要な鍵となってくる可能性がある。

（2）本稿のモデルの本質である「信頼の入れ子構造」を踏まえてモデル自体のさらなる

ブラッシュアップが必要であること。たとえば，本稿のモデルの本質は，端的に言

えば「相手が信頼するならこちらも信頼する」という入れ子構造にあるが，これを

的確に表現するには，恐らく主観確率 p と q の間の関係をモデルの中に内在化す

る必要がある。つまり，p と q がそれぞれ別個に，そして外生的に決まるのでは

なく，それぞれが相互関連して，そして内生的に決まるようなモデルを想定する必

要があ
19

る。
────────────
１９ この点を踏まえたモデル構築は今後の課題としたいが，見通しとしては，ベイジアン・ナッシュ均衡の

枠組みを用いることが有益かもしれない。つまり，大枠の解概念（ゲームの前提）としては相関均衡�
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（3）これらの議論やモデルが本当に成り立つか，データにより検証する必要があるこ

と。特にこの点については，ゲーム理論のモデルを直接検証でき，かつ，現実にな

い仕組みも検証対象とすることが出来る実験的手法を用いて行うことが望ましい。

※記：本研究は，科学研究費補助金挑戦的萌芽研究（研究課題番号：23653118），および，科学研究費補
助金若手 A（研究課題番号：24683015）の研究成果の一部である。また，本稿の基本アイディアの一
端は，上枝正幸先生（青山学院大学），上條良夫先生（高知工科大学），三輪一統氏（大阪大学院）と
の日々のディスカッションに大きく依拠している。記して御礼申し上げる。
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